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◇ 直近 3 回の総合エネルギー資源調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／水 素・

アンモニア政策小委員会での議論をレビューする。 

◇ 水素・アンモニア関連の市場・産業全体の成長スピードは減速しつつも、底堅い動きは継

続。日本の「水素・アンモニア社会実装に向けた当面取り組むべき課題」として、水素

等市場の成長の取り込み（官民投資ロードマップ）の必要性が強調された。 

◇ 水素・アンモニア政策全体として、(1)研究開発、(2)社会実装、(3)国際展開、の３つの柱を軸と

した重点取組案および主な施策が示された。 

◇ 中でも、商用車重点地域での水素トラック活用を起爆剤としてモビリティ以外の分野でも水

素需要を創出する「水素大動脈構想」は、水素の社会実装に向けた官民一体で取り組

む動きとして注目される。 

 

 

2026 年6 月 

水素エネルギー部 

 

水素政策における重点取組案について 
 

 
1. はじめに 

エネルギーを取り巻く状況は、昨今の中東情勢に代表される急峻な地政

学的な動きだけでなく、底流としてのエネルギー資源の価値や戦略性

についての考え方も刻々と変化している。水素・アンモニアについて

は、第 7 次エネルギー基本計画[1]において「２０５０年カーボンニュ

ートラル実現に向けた鍵となるエネルギー」とされ、この認識は定着しつ

つある。近年、水素・アンモニアに関連する分野では多くの技術進展が

見られ、国際的なプロジェクトが立ち上がり・進捗する一方で、当初より

認識されていた価格面をはじめとする経済合理性に関する課題が、 
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